
 第4次行政改革大綱 2年度の取り組み結果

　人口減少・少子高齢化が進む中で、行政サービスを持
続するため、第4次行政改革大綱「経営戦略革新プラン
2017」を策定しています。
　公共施設への自動販売機設置による財源確保やICT機

器導入時に専門的な見地からの仕様などの見直しにより
適切なシステム規模にしたことから調達金額が削減され、
合計で約1億2,706万円の効果を得ることができました。
詳しくは、市ホームページや市役所の情報公開コーナー
で閲覧できます。

企画課☎70･5635

取り組み内容と2年度結果
ヒト（職員）の改革 モノ（市有施設）の改革 カネ（財政）の改革

取り組み内容
ヒト（職員）の改革に関する実施計画書
に基づく取り組みの実施

（例：新しい働き方の推進による時差勤務
やフレックスタイム制勤務の実施、庶務
事務システムやタブレット会議システム
等ICT ツールの活用　など）

数値目標の達成状況
時間外勤務時間数
▶42,753時間（目標値：40,840時間）

取り組み内容
●�公共施設マネジメント推進本部・部会の開

催や地域施設に関する地域説明会を実施
し、「綾瀬市公共施設再編計画」を策定

●�ネーミングライツ制度運用などによる公共
施設を活用した財源確保

●�公共施設への自動販売機設置による財
源確保　など

数値目標の達成状況
数値目標の設定なし

取り組み内容
●�新型コロナウイルス感染症の影響により、予算の

確保が厳しい状況になることが懸念されたことか
ら、事業の見直しを実施

●�電力受給契約における電気料金の節減
●�市未利用地の売り払いの促進による財源確保
●�窓口番号表示モニター及び市庁舎総合案内掲示板

の運用による市民サービスの向上と財源確保　など

数値目標の達成状況
経常収支比率▶98.4％（目標値：93％以下）

　市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づいて、市の人事行政の運営などの状況の概要を公表します。詳しくは、
市ホームページで見ることができます。

人事行政の運営などの状況 職員課☎70･5608

広 告

区分
部門

職員数
対前年増減数 主な増減理由

3年 2年

普
通
会
計
部
門

一 

般 

行 

政 

部 

門

議会 9 8 1 業務増による増
総務 123(2) 122(2) 1(−) 業務増による増
税務 29 30(1) ▲1(▲1) 業務減と欠員不補充による減
民生 107(6) 108(7) ▲1(▲1) 事務の統廃合による減
衛生 54(2) 57(2) ▲3(−) 欠員不補充による減
労働 − − −

農林水産 8 8 －
商工 12 12 － 
土木 64(1) 71 ▲7(1） 事務の統廃合と欠員不補充による減

計 406(11) 416(12) ▲10(▲1) 〈参考〉人口１万人当たりの職員数48.10人
(類似団体の人口1万人当たり職員数56.71人)

教育部門 46(2) 45(1) 1(1) 業務増と欠員補充による増
消防部門 128 126 2 業務増と欠員補充による増

小計 580(13) 587(13) ▲7(−) 〈参考〉人口１万人当たりの職員数68.66人
(類似団体の人口1万人当たり職員数74.02人)

公
営
企
業
等

会
計
部
門

下水道 11 10 1 欠員補充による増
その他 29(1) 28(2) 1(▲1)
小計 40(1) 38(2) 2(▲1)

合計 620(14)
[661]

625(15)
[642]

▲5(▲1)
[19] 〈参考〉人口１万人当たりの職員数74.92人

※�職員数は一般職に属する職員数で、臨時・会計年度任用職員を除く　※（　）内は、育児休業代替任期付職員数で、外数
※類似団体の人口１万人当たりの職員数は２年４月１日現在　※[　]内は条例定数の合計

● 職員の平均年齢、平均給料月額と平均給与月額の状況（３年４月１日現在）
一般行政職 技能労務職

平均年齢 平均給料
月額

平均給与
月額 平均年齢 平均給料

月額
平均給与

月額
40.2歳 310,453円 414,072円 52.1歳 358,433円 443,155円

● 職員の初任給の状況（３年４月１日現在）
区分 綾瀬市 神奈川県 国

一般
行政職

大学卒 186,700円 188,800円 182,200円
高校卒 160,100円 155,000円 150,600円

技能労務職 160,100円 152,700円 −
※「国」は２年４月１日現在

部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）� 【単位：人】

職員の給与の状況

● 職員手当の状況職員手当の状況
区分 綾瀬市 国

期
末
・
勤
勉
手
当

２年度支給割合
期　末 勤　勉 期　末 勤　勉

2.55月分(1.45月分) 1.9月分(0.9月分) 2.6月分(1.45月分) 1.9月分(0.9月分)

加算措置の状況 職制上の段階、職務の級などによる加算措置：
役職加算 5 ～ 20％

職制上の段階、職務の級などによる加算措置：
役職加算 5 ～ 20％　管理職加算 10 ～ 25％

１人当たり平均支給額
（２年度） 1,499千円 −

退
職
手
当

（２年度支給率） 自己都合 勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年
勤続20年
勤続25年
勤続35年

最高限度額
１人当たり平均支給額

19.67月分
28.04月分

39.758月分
47.709月分

4,706千円

24.587月分
33.271月分
47.709月分
47.709月分
22,099千円

19.67月分
28.04 月分

39.758 月分
47.709月分

−

24.587月分
33.271月分
47.709月分
47.709月分

−
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置(2 ～ 20％加算) 定年前早期退職特例措置(2 ～ 45％加算)
退職時特別昇給 なし なし

※（　）内は再任用短時間勤務職員に係る支給割合　※退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額　※国は元年度

● 特別職の報酬などの状況（３年４月１日現在）
区分 給料月額など

給料

市長 911,000円

副市長 740,000円

教育長 684,000円

報酬

議長 530,000円

副議長 429,000円

議員 398,000円

期末
手当

市長・副市長・
教育長・議長・
副議長・議員

（２年度支給割合）4.35月分

退職
手当

市長
副市長
教育長

	 （算定方式）� （支給時期）
給料月額×勤続期間×400／100	 任期毎
給料月額×勤続期間×300／100	 任期毎
給料月額×勤続期間×200／100	 任期毎

区分 綾瀬市 国

扶
養
手
当

配偶者 9,100円 6,500円
配偶者以外の

扶養親族 10,200円 子：10,000円
父母等：    6,500円

配偶者のいない
職員の扶養親族の

うち１人
11,000円 支給なし

16 ～ 22歳の子の
特定加算 5,500円 5,000円

住居手当 市内：29,700円
市外：27,000円を限度 27,000円を限度

通勤手当 55,000円を限度 55,000円を限度

地域手当
(3年4月1日現在)

支給率 10％
支給対象職員数 634人
国の制度（支給率） 6％

時
間
外

勤
務
手
当

2年度
支給実績 156,955千円
職員１人当たり支給年額 245千円

元年度
支給実績 195,289千円
職員１人当たり支給年額 310千円
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